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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第63期 

第２四半期連結 
累計期間 

第64期 
第２四半期連結 

累計期間 
第63期 

会計期間 

自2019年 
 ４月１日 
至2019年 

 ９月30日 

自2020年 
 ４月１日 
至2020年 

 ９月30日 

自2019年 
 ４月１日 
至2020年 

 ３月31日 

売上高 （千円） 4,899,507 5,005,710 10,275,701 

経常利益又は経常損失（△） （千円） △88,096 △67,972 54,641 

親会社株主に帰属する四半期純損

失（△）又は親会社株主に帰属す

る当期純利益 

（千円） △101,300 △141,018 41,942 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △104,666 △154,924 56,450 

純資産額 （千円） 4,013,294 3,974,120 4,174,411 

総資産額 （千円） 6,779,622 7,797,210 7,500,420 

１株当たり四半期純損失（△）又

は１株当たり当期純利益 
（円） △6.70 △9.33 2.77 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 59.2 51.0 55.7 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） △730,832 297,202 31,777 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） △16,032 △4,768 20,969 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） 108,427 66,747 290,702 

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高 
（千円） 2,171,274 3,510,972 3,156,529 

 

回次
第63期

第２四半期連結
会計期間

第64期
第２四半期連結

会計期間

会計期間

自2019年
 ７月１日
至2019年

 ９月30日

自2020年
 ７月１日
至2020年

 ９月30日

１株当たり四半期純利益又は１株当

たり四半期純損失（△） 
（円） 7.67 △4.24

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して
おりません。

   ２．売上高には、消費税等は含まれておりません。
   ３．第63期第２四半期連結累計期間、第64期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益に

ついては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
   ４．第63期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
 

２【事業の内容】

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 なお、第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４ 経理の状況 １ 

四半期連結財務諸表 注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 (1) 財政状態及び経営成績の状況

 当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の世界的な大流行の影響を受

け、社会・経済活動が大きく制限されるなか、企業収益や景況感の悪化、個人消費の減退やインバウンド需要

の急減など極めて厳しい状況で推移しました。政府の緊急事態宣言の解除後も、経済活動の回復に向けた動き

は鈍く、依然として先行き不透明な状況が続いております。

 

 このような環境下、当社グループは、2019年５月に公表いたしました中期経営計画に基づき、当社グループ

の基盤三事業につき、市場変化に合わせ、より柔軟に事業領域や組織の見直しを行うとともに、新たな事業領

域の確立や、相乗効果が見込まれる他社とのビジネス連携・資本提携・M&A等を推進していくことで収益の更

なる拡大を目指しております。 

 

 この結果、当第２四半期連結累計期間におきましては、連結売上高は50億５百万円（前年同期比2.2％増）

となりました。損益面では、営業損失は７千２百万円（前年同期は８千７百万円の営業損失）、経常損失は６

千７百万円(前年同期は８千８百万円の経常損失)、繰延税金資産の回収可能性について見直しを行い、繰延税

金資産の一部取り崩しを行った結果、法人税等調整額△４千３百万円を計上し、親会社株主に帰属する四半期

純損失は１億４千１百万円（前年同期は１億１百万円の親会社株主に帰属する四半期純損失）となりました。 

 

 セグメントの業績は以下のとおりであります。 

なお、第１四半期連結会計期間より、報告セグメントの区分を変更しており、以下の前年同四半期比較につい

ては、前年同四半期の数値を変更後のセグメント区分に組み替えた数値で比較分析しております。 

 

 システムソリューションにおきましては、総務省向けシステム更新の大型案件の減少により、売上高は16億

９千６百万円（前年同期比27.6％減）、営業損失は４千８百万円（前年同期は６百万円の営業利益）となりま

した。 

 

 ネットワークソリューションにおきましては、伝送配信システムが低調で、売上高は３億６千７百万円（前

年同期比28.5％減）、営業損失は１億１千５百万円（前年同期は６千７百万円の営業損失）となりました。 

 

 電子部品及び機器におきましては、子会社エアロパートナーズにおいて防衛省向け案件の前倒しがあったた

め、売上高は29億４千２百万円（前年同期比44.0％増）、営業利益は９千２百万円（前年同期は２千６百万円

の営業損失）となりました。 

 

 なお、セグメント間取引については、相殺消去しております。 

 

 財政状態の概要は以下のとおりであります。 

（資産） 

 当第２四半期連結会計期間末における流動資産は70億４千７百万円となり、前連結会計年度末に比べ３億７

千万円増加しました。これは主に、受取手形及び売掛金が２億７千３百万円減少しましたが、現金及び預金３

億５千４百万円、商品及び製品２億５千５百万円が増加したことによります。 

 固定資産は７億４千９百万円となり、前連結会計年度末に比べ７千３百万円減少しました。これは主に、の

れんの償却１千４百万円、繰延税金資産の一部取り崩しによる４千１百万円が減少したことによります。 

 この結果、総資産は77億９千７百万円となり、前連結会計年度末に比べ２億９千６百万円増加しました。 

 

（負債） 

 当第２四半期連結会計期間末における流動負債の合計は35億２千３百万円、前連結会計年度末に比べ５億円

増加しました。これは主に、支払手形及び買掛金３億８百万円、短期借入金１億２千１百万円、前受金２億１

千３百万円が増加したことによります。 

 固定負債は２億９千９百万円となり、前連結会計年度末に比べ３百万円減少しました。 
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 この結果、負債合計は38億２千３百万円となり、前連結会計年度末に比べ４億９千７百万円増加しました。 

 

（純資産） 

 当第２四半期連結会計期間末における純資産合計は39億７千４百万円となり、前連結会計年度末に比べ２億

円減少しました。これは主に、親会社株主に帰属する四半期純損失１億４千１百万円と配当金の支払４千５百

万円によります。 

 

 (2) キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末より３億５千４百万円増加

し、35億１千万円となりました。 

 

  （営業活動によるキャッシュ・フロー）

 当第２四半期連結累計期間において、２億９千７百万円の増加（前年同期は７億３千万円の減少）となりま

した。これは主に、税金等調整前四半期純損失６千７百万円、たな卸資産の増加２億５千５百万円、未収消費

税の増加１億３千９百万円による支出がありましたが、売上債権の減少２億７千３百万円、前受金の増加２億

１千３百万円、仕入債務の増加３億８百万円の収入によるものです。

 

  （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第２四半期連結累計期間において、４百万円の減少（前年同期は１千６百万円の減少）となりました。 

これは主に、有形固定資産の取得による支出８百万円と貸付金の回収による収入４百万円によるものです。 

 

  （財務活動によるキャッシュ・フロー）

 当第２四半期連結累計期間において、６千６百万円の増加（前年同期は１億８百万円の増加）となりまし

た。これは主に、短期借入金の増加１億２千１百万円の収入と配当金の支払４千４百万円の支出によるもので

す。 

 

 (3)経営方針・経営戦略等 

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更

はありません。

 

 (4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題については重要な変更はありません。

 

 (5) 研究開発活動

該当事項はありません。

 

  (6) 資本の財源及び資金状況の流動性についての分析

① 資金需要

当社グループの資金需要は、主に運転資金需要です。 

運転資金需要のうち主なものは、当社グループにおいて商品の仕入の他、販売費及び一般管理費の営業費用

に係るものです。商品の仕入については、当社グループは主に顧客からの受注後、個々の商品を発注する受注

販売を原則としておりますので、顧客よりの債権の回収と仕入先への支払の時期の差や、個々の受注取引の額

の大きさ、取引の集中度により資金需要の時期、量に変動が生じております。また、子会社エアロパートナー

ズの主要仕入先は海外仕入先であり、支払が先行する場合が多く、資金需要を増加させる要因となっていま

す。 

 

② 資本の財源

当社グループは、堅固なバランスシートの維持、事業活動のための適切な流動性資産の維持と資金調達の安

定性を財務方針とし、主たる資金需要である運転資金については、内部資金を活用しておりますとともに、増

加運転資金の安定かつ効率的な調達を行うため、提出会社におきまして金融機関との間に当座貸越契約及び貸

出コミットメント契約10億円を締結しております。（借入未実行残高10億円）また、グループ会社の資金需要

については提出会社からの資金の貸出とグループ会社が独自に銀行借入を併用しております。そのために運転

資金需要が減少した際には手持ち流動性が増加する場合がありますが、流動性資産の維持・安全性を優先して

おります。 
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③ キャッシュ・フロー

キャッシュ・フローの分析につきましては、上記(2)キャッシュ・フローの状況に記載しているとおりであ

ります。

 

３【経営上の重要な契約等】

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 55,000,000

計 55,000,000

 

②【発行済株式】

種類 
第２四半期会計期間末現
在発行数（株） 
(2020年９月30日) 

提出日現在発行数（株） 
(2020年11月11日) 

上場金融商品取引
所名又は登録認可
金融商品取引業協
会名 

内容 

普通株式 15,514,721 15,514,721 
東京証券取引所 

市場第二部 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 

単元株式数100株 

計 15,514,721 15,514,721 － － 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

     該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 
（株）

発行済株式 
総数残高
（株）

資本金 
増減額 

（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金 
増減額 
（千円）

資本準備金 
残高 

（千円）

2020年７月１日～

2020年９月30日
－ 15,514,721 － 3,426,916 － 615,043

 

- 5 -

2020/11/12 15:22:07／20668741_株式会社理経_第２四半期報告書



（５）【大株主の状況】

    2020年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％） 

石川 理香 東京都杉並区 1,450 9.59 

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１丁目６番１号 851 5.63 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 466 3.08 

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２丁目１番１号 465 3.07 

楽天証券株式会社 東京都港区南青山２丁目６番21号 370 2.44 

松井証券株式会社 東京都千代田区麹町１丁目４番地 297 1.96 

Ｊ．Ｐ．Ｍｏｒｇａｎ Ｂａｎｋ 

Ｌｕｘｅｍｂｏｕｒｇ Ｓ．Ａ． 

1300000 

（常任代理人 株式会社みずほ銀

行決済営業部） 

Ｅｕｒｏｐｅａｎ Ｂａｎｋ Ａｎｄ Ｂｕ

ｓｉｎｅｓｓ Ｃｅｎｔｅｒ ６， Ｒｏｕ

ｔｅ ｄｅ Ｔｒｅｖｅｓ， Ｌ－2633 Ｓ

ｅｎｎｉｎｇｅｒｂｅｒｇ， Ｌｕｘｅｍｂ

ｏｕｒｇ 

（東京都港区港南２丁目15番１号 品川イン

ターシティＡ棟） 

155 1.02 

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１丁目９番１号 143 0.94 

理経従業員持株会 東京都新宿区西新宿１丁目26番２号 115 0.76 

黒田 哲夫 埼玉県草加市 107 0.71 

計 － 4,424 29.26 

（注）当社は上記のほか、自己株式395,118株を所有しております。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

        2020年９月30日現在 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式   － － － 

議決権制限株式（自己株式等）   － － － 

議決権制限株式（その他）   － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 395,100 － 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 

単元株式数100株 

完全議決権株式（その他） 普通株式 15,108,600 151,086 同上 

単元未満株式 普通株式 11,021 － － 

発行済株式総数   15,514,721 － － 

総株主の議決権   － 151,086 － 

（注）「単元未満株式」欄には、当社保有の自己株式が18株含まれております。

 

②【自己株式等】

        2020年９月30日現在 

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社 理経 
東京都新宿区西新

宿１丁目26番２号 
395,100 － 395,100 2.54 

計 － 395,100 － 395,100 2.54 

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2020年７月１日から2020

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2020年４月１日から2020年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(2020年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(2020年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 3,156,529 3,510,972 

受取手形及び売掛金 2,647,755 2,374,754 

商品及び製品 175,304 430,305 

前渡金 602,331 587,669 

その他 97,430 144,191 

貸倒引当金 △2,671 △435 

流動資産合計 6,676,679 7,047,457 

固定資産    

有形固定資産 405,494 398,603 

無形固定資産    

のれん 74,910 60,831 

その他 14,236 13,077 

無形固定資産合計 89,147 73,909 

投資その他の資産    

投資有価証券 31,619 31,619 

繰延税金資産 58,343 16,421 

その他 239,135 229,198 

投資その他の資産合計 329,098 277,239 

固定資産合計 823,740 749,752 

資産合計 7,500,420 7,797,210 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 1,018,663 1,327,538 

短期借入金 571,000 692,000 

未払法人税等 48,001 49,972 

前受金 999,670 1,213,624 

その他 385,526 240,576 

流動負債合計 3,022,862 3,523,711 

固定負債    

退職給付に係る負債 219,408 219,110 

役員退職慰労引当金 45,416 46,841 

その他 38,320 33,426 

固定負債合計 303,146 299,378 

負債合計 3,326,008 3,823,090 

純資産の部    

株主資本    

資本金 3,426,916 3,426,916 

資本剰余金 615,043 615,043 

利益剰余金 295,258 108,881 

自己株式 △112,279 △112,286 

株主資本合計 4,224,939 4,038,555 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 △80 △80 

繰延ヘッジ損益 5,567 △3,288 

土地再評価差額金 △11,613 △11,613 

為替換算調整勘定 △55,930 △60,564 

退職給付に係る調整累計額 11,528 11,112 

その他の包括利益累計額合計 △50,528 △64,434 

純資産合計 4,174,411 3,974,120 

負債純資産合計 7,500,420 7,797,210 

 

- 9 -

2020/11/12 15:22:07／20668741_株式会社理経_第２四半期報告書



（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 

(自 2019年４月１日 
 至 2019年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 2020年４月１日 

 至 2020年９月30日) 

売上高 4,899,507 5,005,710 

売上原価 3,912,346 4,084,784 

売上総利益 987,161 920,925 

販売費及び一般管理費    

給料及び賞与 531,512 502,996 

退職給付費用 16,938 14,959 

役員退職慰労引当金繰入額 1,425 1,425 

貸倒引当金繰入額 147 － 

その他 524,355 473,652 

販売費及び一般管理費合計 1,074,379 993,034 

営業損失（△） △87,218 △72,108 

営業外収益    

受取利息 181 21 

受取配当金 180 6 

受取賃貸料 1,093 1,263 

受取保険金 － 2,581 

補助金収入 － 3,049 

貸倒引当金戻入額 － 2,212 

その他 1,738 896 

営業外収益合計 3,195 10,031 

営業外費用    

支払利息 96 2,531 

支払手数料 2,835 2,857 

為替差損 842 145 

その他 298 359 

営業外費用合計 4,073 5,894 

経常損失（△） △88,096 △67,972 

特別利益    

固定資産売却益 － 99 

投資有価証券売却益 － 400 

特別利益合計 － 500 

特別損失    

固定資産除却損 － 129 

特別損失合計 － 129 

税金等調整前四半期純損失（△） △88,096 △67,601 

法人税、住民税及び事業税 7,468 29,887 

法人税等調整額 5,735 43,529 

法人税等合計 13,204 73,417 

四半期純損失（△） △101,300 △141,018 

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △101,300 △141,018 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 

(自 2019年４月１日 
 至 2019年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 2020年４月１日 

 至 2020年９月30日) 

四半期純損失（△） △101,300 △141,018 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △9 0 

繰延ヘッジ損益 633 △8,855 

為替換算調整勘定 △4,276 △4,634 

退職給付に係る調整額 286 △416 

その他の包括利益合計 △3,366 △13,906 

四半期包括利益 △104,666 △154,924 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △104,666 △154,924 

非支配株主に係る四半期包括利益 － － 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 

(自 2019年４月１日 
 至 2019年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 2020年４月１日 

 至 2020年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純損失（△） △88,096 △67,601 

減価償却費 24,508 20,458 

のれん償却額 14,079 14,079 

受取利息及び受取配当金 △362 △27 

支払利息 96 2,531 

売上債権の増減額（△は増加） △574,959 273,000 

たな卸資産の増減額（△は増加） △132,248 △255,001 

前渡金の増減額（△は増加） △127,972 14,662 

仕入債務の増減額（△は減少） 116,914 308,874 

前受金の増減額（△は減少） 79,317 213,953 

未収消費税等の増減額（△は増加） － △139,796 

その他 △6,547 △61,886 

小計 △695,270 323,248 

利息及び配当金の受取額 362 27 

利息の支払額 △96 △2,531 

法人税等の支払額 △35,827 △23,541 

営業活動によるキャッシュ・フロー △730,832 297,202 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △16,077 △8,768 

無形固定資産の取得による支出 － △1,757 

貸付金の回収による収入 － 4,000 

差入保証金の回収による収入 45 1,256 

その他 － 500 

投資活動によるキャッシュ・フロー △16,032 △4,768 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） 162,500 121,000 

配当金の支払額 △44,954 △44,895 

自己株式の純増減額（△は増加） － △7 

その他 △9,118 △9,349 

財務活動によるキャッシュ・フロー 108,427 66,747 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △4,475 △4,737 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △642,912 354,443 

現金及び現金同等物の期首残高 2,814,187 3,156,529 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 2,171,274 ※ 3,510,972 
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

該当事項はありません。

 

 

（会計方針の変更）

該当事項はありません。

 

 

（追加情報）

 当第２四半期連結累計期間において、将来計画で予定していました下期以降の受注案件の精査を実施しました。

この結果、将来計画に修正が発生したため、繰延税金資産の回収可能性について慎重に検討した結果、繰延税金資

産の一部を取り崩したことに伴い、法人税等調整額を43,529千円計上しています。

 なお、新型コロナウイルス感染症による将来計画への影響は限定的であります。

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自 2019年４月１日
至 2019年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日
至 2020年９月30日）

現金及び預金勘定 2,171,274千円 3,510,972千円

預入期間が３か月を超える定期預金 － －

現金及び現金同等物 2,171,274 3,510,972

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 2019年４月１日 至 2019年９月30日）

配当金支払額 

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり 
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年６月27日 

定時株主総会
普通株式 45,358 3 2019年３月31日 2019年６月28日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 2020年４月１日 至 2020年９月30日）

配当金支払額 

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり 
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年６月26日 

定時株主総会
普通株式 45,358 3 2020年３月31日 2020年６月29日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 2019年４月１日 至 2019年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：千円） 

  報告セグメント 

合計 調整額 
四半期連結損益
計算書計上額

（注）  
システムソリ
ューション 

ネットワー
クソリュー
ション 

電子部品及び
機器 

売上高            

外部顧客への売上

高 
2,342,531 513,317 2,043,658 4,899,507 － 4,899,507 

セグメント間の内
部売上高又は振替
高 

427 4,218 － 4,645 △4,645 － 

計 2,342,959 517,535 2,043,658 4,904,153 △4,645 4,899,507 

セグメント利益又は

損失（△） 
6,326 △67,409 △26,135 △87,218 － △87,218 

（注）セグメント利益又は損失（△）の合計額は、四半期連結損益計算書の営業損失と一致しております。 

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 2020年４月１日 至 2020年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：千円） 

  報告セグメント 

合計 調整額 
四半期連結損益
計算書計上額

（注）  
システムソリ
ューション 

ネットワー
クソリュー
ション 

電子部品及び
機器 

売上高            

外部顧客への売上

高 
1,696,289 367,085 2,942,334 5,005,710 － 5,005,710 

セグメント間の内
部売上高又は振替
高 

237 8,897 － 9,135 △9,135 － 

計 1,696,527 375,983 2,942,334 5,014,845 △9,135 5,005,710 

セグメント利益又は

損失（△） 
△48,848 △115,890 92,630 △72,108 － △72,108 

（注）セグメント利益又は損失（△）の合計額は、四半期連結損益計算書の営業損失と一致しております。 

 

２.報告セグメントの変更等に関する事項

（セグメント区分の変更） 

第１四半期連結会計期間より、当社グループの組織変更に伴い、「電子部品及び機器事業」に属していた事業の

一部を「システムソリューション事業」に移管しております。 

 なお、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報については、変更後の区分方法により作成しております。 
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自  2019年４月１日
至  2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  2020年４月１日
至  2020年９月30日)

１株当たり四半期純損失 6円70銭 9円33銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する 

四半期純損失（千円） 
101,300 141,018

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純損失（千円）
101,300 141,018

普通株式の期中平均株式数（千株） 15,119 15,119

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が

   存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

２【その他】

 該当事項はありません。

 

- 15 -
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。

 

- 16 -

2020/11/12 15:22:07／20668741_株式会社理経_第２四半期報告書



 
  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2020年11月11日

株式会社理経 

取締役会 御中 

 

EY新日本有限責任監査法人 

東京事務所 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 福 原 正 三 印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 田 島 一 郎 印 

 

監査人の結論 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社理経の

2020年４月１日から2021年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2020年７月１日から2020年９月30日

まで）及び第２四半期連結累計期間（2020年４月１日から2020年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、

四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び

注記について四半期レビューを行った。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社理経及び連結子会社の2020年９月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・  主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・  継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と
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認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど

うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・  四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・  四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

 監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

 監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係 

 会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以 上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

   ２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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【表紙】
 

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2020年11月11日

【会社名】 株式会社 理経

【英訳名】 RIKEI CORPORATION

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  猪 坂  哲

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役経理部長  長谷川 章詞

【本店の所在の場所】 東京都新宿区西新宿１丁目26番２号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）
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１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

 当社代表取締役猪坂哲及び取締役経理部長長谷川章詞は、当社の第64期第２四半期（自2020年７月１日 至2020年

９月30日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

 

２【特記事項】

 特記すべき事項はありません。
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